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、行政が民主主義一般の原理の下に
立つ在り方としては、権限の地方分権を行い
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、その行政は公正な民意に即
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するものとし
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、各地方の実情に適応した
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教育を行わせるのが教育の目的及び本質に適合するとの観念に基づくもの





















































































































































































































































































4 4 4 4 4 4
」なのであり（36）、だとすれば、始源的な教育権者
である親を公教育法制、したがってまた教育行政や学校教育の制度運営に
権利・責任主体として構成的に組み込むことが規範原理的に求められてい
るからである。
　また「教育をうける権利（学習権）」（憲法26条1項）は各人の人間として
の生存と成長・発達さらには人格の自由な発展や人格的自律にかかわる教
育基本権（Bildungsgrundrecht）であり、しかも旧来の基本的人権の類型
によっては把握できない、社会権としての性格と自由権としてのそれを併
せもつ複合的人権として捉えられる。
　このように教育をうける権利（学習権）は、包括的人権にも似て、基底
的で多義的な教育基本権たることを本質的属性としているのであるが、そ
の保護法益として、「公教育運営への参加権」が包含されているということ
が重要である。
　この権利は、生徒を学校による単なる「教育の客体」としてではなく、
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自律（自立）に向けての「学習の主体」として措定し、その論理的帰結と
して、公教育運営へのいわゆる「生徒参加」（Schülermitbestimmung）を
根拠づける手段的権利である（37）。「自律への教育」「積極的な政治主体・主
権者への教育」「民主主義への教育」といった学校の役割・教育目的も、こ
のような生徒の能動的権利を根拠づけることになる。
　ところが、改正地方教育行政法においては、上述したような法的属性を
もつ、親の教育権と教育をうける権利（学習権）は不当に矮小化され、そ
の効力・妥当範囲は「消費者」としての個人的な選択権（学校選択の自由
など）だけに限局されている〈教育主体と教育客体の分離〉。公選の首長が
制度上、「民意」（住民の教育意思）の代表者・体現者と擬制され、首長と
その任命に掛り、実質的には「首長の専門的補佐」として機能する可能性
が強い教育長が〈教育長の首長に対する従属性〉、教育行政上、大きな権限
をもち、狭義教育委員会（教育委員ではない教育長を除く）の首長と教育
長に対する職務上の自律性は乏しいものとなっている。それは法制度上も、
機能的にも、首長→教育長による「独任的（direktrial）教育行政・学校教
育運営」の仕組みと捉えられよう。そこにおいては親の教育権や生徒の人
格的自律権などの教育基本権はまったく視野に含められてはおらず、親は
そのもつ始源的教育権を首長を始めとする教育行政機関に当然に白紙委任
するものと措定され、子どもも依然として「教育の客体」として位置づけ
られているのである〈受動的・消極的人間型としての親・子ども〉。
　しかし自由で民主的な立憲法治国家における公教育制度の在り方として
は、基礎的権利としての親・生徒の「知る権利」を前提に、教育上の自由
権や選択権を踏まえながらも、そこにおける親・生徒の参加権・「協同的形
成権」（mitwirkendes	Gestaltungsrecht）をこそ重要視すべきなのである。
子どもの人間形成・価値観形成の面における親の教育権および子ども自身
の人格的自律権（自己決定権）からの要請である。
　この点、たとえば、ドイツにおいて、「親の教育権」（基本法6条2項）と
生徒の「人格の自由な発達権」（基本法2条1項）ないし「学習する権利」
結　城　　　忠
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の憲法上の保障を踏まえて、親および生徒の学校教育・教育行政過程へ
の参加が法制度化され〈「父母評議会」（Elternbeirat）と「生徒代表制」
（Schülervertretung）による参加〉、くわえて1970年代以降は、教員・親・
生徒代表から構成される「学校会議」（Schulkonferenz）がすべての州で学
校法制上のフォーマルな必置機関として制度化され、学校経営上、きわめ
て重要な役割を果たしている、という学校現実は参考にされてよい。この
「学校会議」を「学校自治（Selbstverwaltung	der	Schule）の最高の審議・
議決機関」として位置づけている州（たとえば、ハンブルク州学校法52条
1項）も見られているのである（38）。
　またオランダにおいては、1848年の憲法が「（親の）教育の自由」（教育
への自由）を憲法上の基本権として確立したのであるが、それ以来、この
自由は教育における最重要で基幹的な法制度原理をなしてきており、親は
各種の教育上の自由や選択権を享有する一方で、教員の選任・人事行政過
程への参加をはじめ、学校教育・教育行政領域の様々な事柄について、協
同権や共同決定権を保障されるところとなっている（39）。
　さらにアメリカにおいても近年、旧来の「教育行政専門職中心の教育統
治」から「共同統治」（shared	governance）への改革・発展が見られ、「教
育統治主体である保護者・住民と教職員との協働による学校づくり」の流
れが一段と加速しているとされる（40）。
　２　教育における住民主権と住民自治の制度的現実化
　なお敷衍して書くと、上述した「親・生徒の公教育運営への参加」に加
えて、改正地方教育行政法は先に詳しく言及した「地方自治の本旨」とし
ての「教育における住民自治」および「直接性の原理」―「強化された民主
主義」＝自治体における行政直接民主主義という視点をほぼ全面的に欠落
させていることも、憲法上、重大な欠陥として指摘しなくてはならない。
　ちなみに、この点と関連して、教育行政に造詣の深い憲法学者・竹内俊
子も大要、こう指摘しているところである（41）。
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　「2000年以降の分権改革は団体自治に偏した改革であり、個性を活かし自
立した地方をつくるためには、住民自治を基軸とした地方自治改革が必要
である。住民の主体的な意思が適切・公正に反映できる仕組み＝住民自治
の仕組みを様々な場面で制度化し、その制度を実質的・効果的に運用する
ことが重要である」。
　３　「学校の自律性と教育上の直接責任」の法理
　従来、わが国においては、学校は法制上、「権利能力なき非独立的・従
属的営造物」として位置づけられ、いわゆる「公法上の特別権力関係論」
（öffentlich-rechtliches	besonderes	Gewaltverhältnis）にも支援されて、教育
委員会は学校に対して包括的な支配権を有するとされてきた（きている）。
「教育行政における包括的支配権―特別権力関係」という設定である〈教育
行政の最末端機関としての学校〉。
　たしかに中教審答申「今後の地方教育行政の在り方について」（1998年）
以来、「学校裁量の拡大」「学校の自主性の強化」「自律的な学校経営」など
が政策課題とされ、その後、各自治体で学校管理規則の見直しが行われ、
学校の裁量・責任領域がやや拡大したが、しかしそれは「教育委員会の裁
量の範囲内での学校の事実上の自主性」でしかない。
　事実、「新しい教育行政―自立と共生の社会をめざして」を標榜する文部
科学省筋の見解においても（42）、なお依然として教育委員会は学校（校長）
に対して包括的支配権を有するとされている〈公法上の学校特別権力関係
論的思考の残滓〉。　　
　改正地教行法においては、教育委員会はなお行政委員会としての性格を
保有し、執行機関として位置づけられてはいるものの（地方自治法180条の
5）、既述した通り、地方教育行政は基本的には、首長・教育長による「独
任的教育行政・学校教育運営」という構造を擁しており、こうして、同法
にあっては政治・行政による学校に対する包括的規律権・支配権は一段と
強化されたと言えよう（43）。
結　城　　　忠
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　けれども「教育の自由」、「教育の政治・行政に対する自律性」、「教育行
政における地方自治」などの教育法原理の憲法による保障を受けて、首長・
教育長を中軸とする教育行政主体と学校の関係についても、「直接性の原
則」「近接性の原則」「補完性の原則」が当然に妥当するのであり、こうし
て現行法制上、「学校の自律性・教育上の直接責任」の法理が学校法制上の
基幹原理の一つとして措定されていると見られる。
　ちなみに、今日、多くのヨーロッパ諸国においては、憲法による「教育の
自由」と学校法による「教員会議権」や「教員の教育上の自由」の保障を受
けて、「学校の自律性」（Schulautonomie）・「学校の教育自治」（Pädagogische	
Selbstverwaltung	der	Schule）・「学校の教育上の直接責任」（unmittelbare	
pädagogische	Verantwortung	der	Schule）といった法理が現行法制上確
立しており（44）、そしてこの法理は教育行政・学校管理運営上の基幹原則
の一つをなしているところである。それどころか、オーストリアでは現行
法制上、学校は「部分的に権利能力を有する公の施設」（teilrechtsfähige	
öffentliche	Anstalt）として位置づけられており、またドイツにおいてもこ
うした学説が有力になりつつある、という状況が見られている（45）。
　ここで次のことを確認しておくことが重要である。
　学校は「教育」の「専門職組織」として、本来、「協同性と合議制」を
組織原理の基本とし〈組織理念としての共和＝共同和合・学校共同体
（Schulgemeinde）〉、そこにおける営為の本質上〈高度に人格的・すぐれて
精神的な営みとしての教育〉、「政治・行政に対する自律性」が要請される
〈学校の教育上の自律性・直接責任の法理〉。学校は、学校条理法上、政治・
行政による独任制的なコントロールにはなじまない。陶冶過程の自律性、
子どもの人格の自由な発達権・人格的自律権、教員の専門的教育権限およ
び親の教育権（教育の自由）がこの法理の基盤をなしている。
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（注）
（１）　第30次地方制度調査会の「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に
関する答申（2013年6月）も、「地方の教育行政に関する権限と責任の明確化」という観
点から、「長が最終的な責任を負うことにより、住民の意思が地方の教育行政に的確に
反映される措置が講じられる必要がある」と述べていた。
（２）　K.Hesse,	Grundzüge	des	Verfassungsrechts	der	Bundesrepublik	Deutschland,	1995,	S.17.
（３）　Ｅ.	シュプランガーによれば、「教育の自由」の法理を教育法制史上、最初に明記し
たのは1793年のブキエ法1条＝「教育は自由である」（L’enseignement	est	 libre）であ
る（E.	Spranger,	Die	wissenschaftlichen	Grundlagen	der	Schulverfassungslehre	und	
Schulpolitik,	1963(Neudruck),	S.32.）。
（４）　I.	リヒターによれば、フランス憲法やベルギー憲法にいう「教育の自由」は「教育をす
る権利」と「学習する権利」、それに私学の「教員を選択する権利」を保障したもので
ある（I.Richter,	Bildungsverfassungsrecht,	1973,	S.77）。
（５）　松下圭一「政治・行政の考え方」（岩波新書）、1988年、17頁。
（６）　高柳信一「憲法的自由と教科書検定」『法律時報』41巻10号、57頁。
（７）　青木宗也編「戦後日本教育判例大系」労働旬報社、1984年、345頁。
　　　　なお兼子仁「教育法」有斐閣、1978年、も「私学設置や教科書作成などに関する国民
の教育の自由は、全体としては明文条項のない憲法的自由に該当する」とする（218頁）。
（８）　F.R.Jach,	Schulverfassung	und	Bürgergesellschaft,	1999,	S.91.
（９）　永井憲一編「コンメンタール教育法Ⅰ・日本国憲法」成文堂、1978年、218頁（執筆・森英樹）。
（10）　原田尚彦「地方自治の法としくみ（新版）」学陽書房、2005年、10頁。
（11）　国民主権の分節化としての「市民主権」という理論構成について、詳しくは参照：松下
圭一「市民自治の憲法理論」（岩波新書）、1975年、93−94頁、158−165頁。
（12）　参照：松下圭一「市民立憲への憲法思考」生活社、2006年、7頁、48頁。
（13）　兼子仁「自治体法学」学陽書房、1988年、14頁。同「行政法学」岩波書店、1997年、237頁。
兼子仁・村上順「地方分権」弘文堂、1997年、55頁。
（14）　参照：松下圭一「政治・行政の考え方」（岩波新書）、1998年、50−51頁。同「自治体は
変わるか」（岩波新書）、1999年、30頁。
（15）　その意義について参照：兼子仁「自治体行政法入門」北樹出版、2006年、17頁。
（16）　田中二郎「新版行政法（中巻）」弘文堂、1997年、73頁。
（17）　兼子仁・村上順「地方分権」95頁。
（18）　永井憲一編、前出、220頁（執筆・森英樹）。
（19）　参照：兼子仁・村上順「地方分権」、94頁以下。奥平康弘「憲法」弘文堂、1994年、220
頁。兼子仁「行政法学」262頁以下。
（20）　長谷川正安「憲法講話」、257頁、永井憲一編、前出、219頁より引用。
（21）　同旨：戸波江二「憲法（新版）」ぎょうせい、1998年、481頁。
　　　　なお松下圭一「転型期日本の政治と文化」は、「日本国憲法に違反するとも言うべき
官僚法学、講壇法学にみられるような時代錯誤の官治・集権型の理論と運用」を厳しく
指弾している（115頁）。
（22）　教育委員会法提案理由（1948年6月19日・衆議院文教委員会）、神田修・寺崎昌男・平原
春好編「史料教育法」学陽書房、1973年、568頁。
結　城　　　忠
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（23）　最高裁判決・昭和51年5月21日、青木宗也他編「戦後日本教育判例大系（第1巻）」労働
旬報社、1984年、352頁。
　　　　なお教育の目的と教育行政における地方自治原則との関係については、参照：竹内俊
子「中央教育行政の役割と教育自治・分権」、日本教育法学会編「自治・分権と教育法」
三省堂、2001年、126頁以下。
（24）　M.Bothe,	Erziehungsauftrag	und	Erziehungsmaßstab	der	Schule	 im	 freiheitlichen	
Verfassungsstaat,	In:	VVDstRL(1995),	S.17.
（25）　教育再生会議の問題性について、参照、市川昭午「教育基本法改正論争史」教育開発研
究所、2009年、291頁以下。なお、いわゆる「私的諮問機関」による正当性なき重大な
決定について、参照：斉藤貴男「普通の国を求める時代精神」『世界』（2015年1月号）、
岩波書店、99頁
（26）　参照：市川昭午「教育振興基本計画を吟味する」、『教職研修』2008年6月号、54頁以下。
拙稿「教育振興基本計画の問題性」、『クレスコ』2008年9月号、大月書店、18頁。
（27）　政府はこれまで2度、教育振興基本計画を策定・公表している。最初のそれは「第1期
教育振興基本計画」（2008年7月、閣議決定）である。基本計画について参照：竹内俊子
「教育分野における分権改革の検証と課題」、本多・榊原編『どこに向かう地方分権改革」
自治体研究社、2014年、96頁以下。
（28）　大阪における教育政策に対する本格的な批判として、参照：市川昭午「大阪維新の会『教
育基本条例案』何が問題か」教育開発研究所、2012年。拙論「大阪における教育政策の
憲法・学校法学的評価―ヨーロッパから見た大阪の教育」（講演録）、大阪弁護士協同組
合、2013年。
（29）　有倉遼吉・天城勲「教育関係法Ⅱ」日本評論新社、1958年、127頁。
（30）	　たとえば、文部省地方課編「新学校管理読本」第一法規、1975年、49頁。
（31）　有倉遼吉・天城勲、前出、128頁。
　　　　この点、フィンランドにおける教育行政上の権限配分が参考になる。フィンランド
においては中央教育行政機関として教育省と中央教育委員会が置かれているが、両者
の間には原理的な権限配分がある。教育省はいわゆる外的学校事項を所管し、教育目
的・教育内容・教育方法などのいわゆる内的学校事項は、「教育の専門性と自律性」を
考慮して、教育専門家、地方教育行政担当者、教員や社会団体代表者などから構成され
る中央教育委員会の権限とされている（Europäische	Kommision(Hrsg.),	Strukturen	der	
Allgemeinen	und	Beruflichen	Bildung	in	der	Europäischen	Union,	1995,	S.362−S.364.）。
（32）　同旨：兼子仁「教育法」有斐閣、1978年、294頁。
（33）　親の教育権の憲法上の根拠条文については諸説があり、13条、23条、24条、26条など学
説は分かれている。ただ最高裁「学テ判決」も含めて、この権利が憲法上の基本権であ
ることは、今日、学説・判例上、ひろく承認されている。
（34）　親の教育権の法的構造について、詳しくは参照:拙著「学校教育における親の権利」海
鳴社、1994年。
（35）　F.Ossenbühl,	Das	elterliche	Erziehungsrecht	im	Sinne	des	Grundgesetzes,	1981,	S.97.
（36）　H.	Avenarius/H.Heckel,	Schulrechtskunde,	2000,	S.436.
（37）　K.D.	Heymann/E.Stein,	Das	Recht	auf	Bildung,	In:AöR	(1972),	S.231.
（38）　ドイツの学校会議、生徒代表制、親の代表制について詳しくは参照：結城忠（監訳）「ド
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